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１．  はじめに 

 本研究の目的は 2 つある。第 1 は、Heenan & Perlmutter (1979), Bartlett 

& Ghoshal (1989, 1995),新制度派組織論(佐藤･山田,2004) の理論を前提に、

日系海外子会社の従業員の本社･子会社間関係の志向性について、職位の違い

による影響を分析することである。 

 志向性については、Heenan & Perlmutter (1979)により、世界企業が主要な

意思決定領域に関する 4 つの志向性の範囲が示されている。本研究では、海外

子会社運営において、駐在員が本社環境を重視するか、あるいは現地環境を重

視するかという、2 つの志向性の程度を表すものとする。 

 第 2 の目的は、新制度派組織理論の組織フィールドからの圧力に対する社会

化過剰性が、本社･海外子会社間関係において適用されるかについて分析し、

社会化過剰性を前提とする理論の妥当性を検討することである。 

 日系海外子会社(22 社)の従業員(34 名)へのアンケート調査の回答を、多変

量解析した結果、職位による志向性の違いが認められた。Heenan & 

Perlmutter (1979)は、会社の志向性は製品、職能、地域により異なると主張し

ているが、職位も影響していることが推測できた。また、この結果はグローバ

ル組織において、エスノセントリック･メンタリティを前提とすることができ

ないことを示している。つまり、新制度派組織理論上の社会化過剰性前提の考

え方に疑問を呈するものである。  

 本研究に学術的貢献があるとすれば、1)日系海外子会社の従業員の志向性が

職位により異なることを示したこと。2)社会化過剰性を前提に本社･海外子会社

関係を分析することの妥当性への問題提起である。 

２．  方法 

 調査方法は、日系海外子会社での勤務経験者(34 名)に対する、本社･子会社

間関係に関するアンケート調査の回答を、多変量解析法(クラスター分析、主

成分分析、因子分析)を用いて分析した。また、分析結果について回答者に再

度アンケート調査を行うことで、結果の妥当性について確認した (1)。 

                                                      
(1)分 析 に 使 用 し た ア プ リ ケ ー シ ョ ン ソ フ ト は 、 エ ク セ ル (20 16)、 R versi on3.3.2( 2016 -10-31)を 使 用 し た 。  
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 アンケートの内容は、海外子会社の運営方法について、本社と現地のどちら

の環境を重視するかについての質問である。測定方法は 7 点尺度法を用いた。

得られた結果から、Heenan & Perlmutter (1979), Bartlett & Ghoshal (1989, 

1995)の類型論を援用して、企業の経営戦略と駐在員の組織管理についての意

識の特徴を分析した。駐在員サンプル(34 名)を本社別、子会社の所在国および

職位別に分類することで、サンプルの構成要素を確認した。職位毎の基本統計

量から質問項目別の統計量を比較したところ、職位による違いがあることが判

明した。 

 クラスター分析により、2 群に分類されたデンドログラムから各々の群を構

成するサンプルを職位別に分類することで、2 群がそれぞれほぼ、トップマネ

ジメント(以下「トップ」とする)とマネジャーという同じ職位から構成されて

いることを確認した。職位毎の特徴を知るため、2 群をあらためて職位別に分

類し、トップとマネジャーからなる新たな 2 群について、主成分分析法を用

い、トップとマネジャーの 2 群それぞれ共通要素について分析した。続いて、

主成分分析で得られた 2 つの主成分にどのような特徴があるかを、因子分析法

を用い検討した。 

 以上の分析から、トップとマネジャーが組織管理に関し、異なる意識を有し

ていることが推定された。また、所在国の違いや同じ本社に属していることが

分析結果に及ぼす影響を確認するため、同様の分析手法でバイアスの有無を分

析した。 

 最後に、結果の妥当性を確認するために、在中国日系子会社の駐在経験者に

対し、再度アンケート調査を実施した。このアンケート調査では、分析結果に

影響すると推測される、トップとマネジャーの海外赴任の経験年数について質

問した。 

３．  結果 

 製品に関する基本統計量が、トップ及びマネジャーの統計量とも本社型製品

の数値が大きいことから、日系海外子会社は本社と同様の製品(サービス)を供

給していることを示している。これは、Bartlett & Ghoshal (1989)の戦略類型

に従えば、グローバル･モデルとなり、本社志向性が強いと推測される。組織

管理に関する基本統計量では、一方で、トップの統計量は 3 項目すべてで現地

環境重視志向の数値が大きいことを示し、他方で、マネジャーの統計量は、3

項目すべてで本社環境重視志向の数値が大きいことを示した。 

 クラスター分析では、デンドログラムからサンプルは 2 群に分類された。2

群は、トップが多数を占める群とマネジャーが多数を占める群に分類された。

同じ職位からなる群をつくるため、トップが多数を占める群の中でマネジャー

を除いた群をトップ群、マネジャーが多数を占める群の中でトップを除いた群
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をマネジャー群とするサンプルを作成した。最初の 34 名のサンプルと比較す

ると、本社と子会社所在国数は変化せず、子会社数は 22 社から 18 社、サンプ

ル総数は 34 名から 24 名となった。 

 このサンプルを用いた主成分分析からは、第 2 主成分までで、累積寄与率が

87％を示した。また、主成分得点散布図から、トップ群とマネジャー群では、

主として、第 1 主成分得点の分布が異なることが判明した。因子分析を行う際

に、主成分分析から因子数は 2 とした。因子分析では、共通性が 0.7 以上、累

積寄与率は 80％以上を示した。また、因子負荷量から、本社環境重視型は、第

1 因子負荷量が正かつ第 2 因子負荷量が負を示した。現地環境重視型はその逆

を示した。 

 因子得点散布図では、トップ群の第 1 因子得点が主として負領域、第 2 因子

得点が正領域に分布する傾向を示したのに対し、マネジャー群はトップ群と対

照的な結果を示した。この結果、トップ群は現地環境重視傾向、マネジャー群

は本社環境重視傾向であると推測された。 

 分析結果を確認するために、在中国日系子会社の駐在員 (20 名 )を対象に再度

アンケート調査を行った結果、トップとマネジャー間に海外経験年数に有意差

は認められなかったが、職位の違いによる志向性の変化には有意な傾向が見ら

れた。 

４．  考察 

 34 名のサンプルの分析結果から、①職位(ポジジョン)の違いにより志向性が

異なること、②日系海外子会社の日本人駐在員は、会社運営に関しトップは現

地環境重視の志向性を示し、マネジャーは本社環境重視の志向性を示すことが

推測された。また、子会社の所在国の違いによるバイアスの有無を確認するた

めに、新たに 34 名のサンプルから、在中国日系子会社の駐在員からなる 20 名

のサンプルを選び、同様の分析した結果は同じであった。本社の違いによるバ

イアスの有無を確認するため、同じサンプルから本社の重複を除いて分析した

結果も同様であった。 

 以上の結果から、日系海外子会社の駐在員の会社運営に関する志向性は、国

や本社の違い、本社の規模に関わらず、子会社のトップは現地環境重視の志向

性を示し、マネジャーは本社環境重視の志向性を示すことが推測できる。ま

た、確認アンケートの結果からは、駐在年数や海外経験年数に関わらず、前記

の結果を支持することが確認できる。 

 トップという職位に就くことにより、より現地環境を重視した会社運営を行

う傾向があるということが推測される。サンプルから、企業が組織戦略類型上

のグーバル型を示したことから、本社志向型(エスノセントリック･メンタリテ

ィ)組織であると推測されたが、分析結果からは、必ずしも従業員間での統一
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された志向性は示されないことが判明した。 

５．結論 

 本研究で、グローバル組織における海外子会社の従業員の志向性について分

析した結果、職位による違いが認められることが判明した。これは海外子会社

の従業員のレベルにおいても、Heenan & Perlmutter (1979)による志向性分類

を適用できることを示す。また、従業員が職位の違いにより、異なった志向性

をもつことから、新制度派組織理論における、組織フィールドからの圧力に対

する社会化過剰性を前提とした理論構成への妥当性に疑問を呈するものであ

る。 
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